
鳥取県内企業技術力発揮・開発応援補助金交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則(昭和 32 年鳥取県規則第 22 号。以下「規則」という。)第４条の

規定に基づき、鳥取県内企業技術力発揮・開発応援補助金（以下「本補助金」という。）の交付について、規則

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）事業所等 本店、支店、営業所、事務所その他名称の如何を問わず、事業を行うために必要な施設をいう。 

（２）大学 国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号）第２条第１項に規定する国立大学法人、地方独立行政

法人法（平成 15 年法律第 118 号）第 68 条第１項に規定する公立大学法人及び私立学校法（昭和 24 年法律

第 270 号）第３条に規定する学校法人が設置する大学をいう。 

（３）公設試等 国立高等専門学校、大学共同利用機関、独立行政法人及び地方独立行政法人であって試験研究

に関する業務を行うもの、国及び地方公共団体の試験研究機関等、公益社団法人、公益財団法人、商工会議

所、商工会、中小企業団体中央会、ＴＬＯ（技術移転機関）、第三セクター等の経営健全化等に関する指針

（平成 26 年８月５日付総財公第 102 号自治財政局長通知別添）に規定する第三セクター並びに会社法法人

をいう。 

なお、次のいずれも満たす一般社団法人、一般財団法人は、公設試等に含む。 

ア 役員（理事・評議員等）に大学の役員、教職員、前段の公設試等の役員、職員及び地方公務員が複数含ま

れること。 

イ 定款等にものづくり産業又は技術等の振興に資する目的や事業を定めていること。 

 

（交付目的） 

第３条 本補助金は、県内における新たな製品・技術・サービスの開発を目指して行う研究開発等を支援するこ

とにより、新たな技術創出への挑戦を促し、地域産業の活性化を図ることを目的として交付する。 

 

（補助対象者） 

第４条 本補助金の対象者は、次の各号に定めるとおりとする。 

（１）次の要件を全て満たす者 

ア 中小企業等経営強化法（平成 11 年法律第 18 号）第２条第２項に規定する中小企業者等であること。 

イ 県内に事業所等を有して事業活動を行う者であるとともに、県内において主体的に事業化に向けた調査・

研究開発に取り組む能力を有する者であること。 

ウ 次のいずれかに該当する者でないこと。 

（ア）風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第２条第１項に規定する

風俗営業を営む者 

（イ）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「暴対法」とい

う。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（ウ）暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

（エ）暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有

する者 

（２）次の要件を全て満たすグループ 

ア 事業の開始から終了するまでの間、前号のウを満たす２者以上で構成されており、かつ前号の要件を全て

満たす者が１者以上含まれること。 

イ 当該研究グループの構成員の中から、前号の要件を全て満たす者を本補助金の申請・実績報告事務や専用

口座による各種支払事務、事務を統括しての管理運営等を行う代表者として１者選定していること。 

ウ 別表１の補助メニューのうち、研究開発支援型【産学共同プロジェクト】を実施する場合は、県内に事

務所を有し、研究開発等を実施する研究者が所属する大学・公設試等が１者以上含まれること。 

 



（補助金の交付） 

第５条 県は、第３条の目的の達成に資するため、別表１の第１欄に掲げる分野について、同表の第２欄に掲げ

る事業（以下「補助事業」という。）を行う同表の第３欄に掲げる者（以下「補助対象者」という。）に対し、

予算の範囲内で本補助金を交付する。 

２ 本補助金の額は、別表２の第１欄に掲げる補助メニューの区分に応じて、補助対象者が行う補助事業に要す

る同表の第２欄に掲げる経費（以下「補助対象経費」という。）の合計額に同表の第３欄に定める率（以下「補

助率」という。）を乗じて得た額以下（千円未満は切り捨てる。）とし、上限は同表の第４欄に定める額とする。

また、補助対象経費の合計額の下限は同表の第５欄に定める額とし、補助対象期間は同表の第６欄に定める期

間とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、開発しようとする新たな製品・技術・サービス等が、風俗営業等に該当する事

業又は公序良俗に反すると認められる事業については、補助対象としないものとする。 

４ 本補助金とは別に同種の補助金等を受けている又は受ける予定となっている事業については、補助対象とし

ないものとする。 

５ 補助事業の実施に当たっては、鳥取県産業振興条例（平成 23 年鳥取県条例第 68 号）の趣旨を踏まえ、県内

事業者への発注に努めなければならない。 

 

（補助事業実施計画書等の提出及び事業の採択） 

第６条 本補助金の交付を受けようとする者は、様式第１号による補助事業実施計画書及び第２号による補助事

業収支予算書を、商工労働部産業未来創造課長が別に定める日までに知事に提出するものとする。 

２ 知事は、前項の補助事業実施計画書等の提出があった時は、鳥取県補助金等審査会（鳥取県内企業技術力発

揮・開発応援補助金審査会。以下「審査会」という。）又は検討会等に諮り、その評価、意見、助言等に基づき

採択の可否を決定するものとする。 

３ 審査会は、鳥取県附属機関条例（平成 25 年鳥取県条例第 53 号）第２条第１項の規定により設置するものと

する。 

４ 第２項の評価等は、別に定める基準に基づき行うものとする。 

 

（交付申請の時期等） 

第７条 知事は、前条第２項に規定する採択の可否を決定後、補助事業実施計画書等を提出した者に対し、速や

かに採択の可否を通知する。 

２ 前項の通知は、様式第３号により行うものとする。 

３ 事業採択となった者は、別に定める日までに、規則第５条の交付申請書を知事に提出しなければならない。 

４ 規則第５条の交付申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、それぞれ様式第１号及び第２

号とする。 

 

（交付決定の時期等） 

第８条 本補助金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から起算して 30 日以内に行うものとする。 

２ 本補助金の交付決定通知は、様式第４号によるものとする。 

 

（承認を要しない変更） 

第９条 規則第 12 条第１項の知事が別に定める変更は、次に揚げるもの以外の変更とする。 

（１）本補助金の増額を伴う変更 

（２）交付目的の達成に支障が生じ、又は事業効率の低下をもたらすおそれのある事業計画の変更 

２ 前条第１項の規定は、規則第 12 条第１項に規定する変更等の承認について準用する。 

３ 規則第 12 条第３項の申請書に添付すべき書類は、様式第１号及び第２号とする。 

 

（実績報告の時期等） 

第 10 条 本補助金の交付を受ける者（以下「補助事業者」という。）は、規則第 17 条第１項の規定による報告

（以下「実績報告」という。）を、次に掲げる日までに行わなければならない。 

（１）規則第 17 条第１項第１号又は第２号の場合にあっては、補助事業の完了、中止又は廃止の日から起算し

て 20 日を経過する日 

（２）規則第 17 条第１項第３号の場合にあっては、補助事業等の完了予定年月日の属する年度の翌年度の４月

15 日 

２ 規則第 17 条第１項の実績報告書に添付すべき同条第２項第１号及び第２号に掲げる書類は、それぞれ様式



第５号及び第６号によるものとする。 

 

（補助金等進捗状況報告の時期等） 

第 11 条 規則第 17 条第３項の規定による補助金等進捗状況報告は、各年度（前条第１項の実績報告に係る年度

を除く。）の翌年度の４月 15 日までに行わなければならない。 

２ 前項の報告は、様式第７号により行うものとする。 

 

（現地調査等） 

第 12 条 知事は、前条第１項により提出された補助金等進捗状況報告書を審査し、必要に応じて補助事業の進捗に

ついて職員に現地調査を行わせ、状況に応じて事業の進捗を促すことができるものとする。 

 

（補助金の支払） 

第 13 条 知事は、補助対象経費が適正に支出されていると認めた場合、交付決定額の範囲内で補助事業者の補

助対象経費の支払実績額に対応する補助金を補助事業者へ支払うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助事業者から補助事業に係る経費について補助金の概算払を請求されたときは、

知事はその内容を審査し、適切と認められる場合に限り、原則として鳥取県の一会計年度につき１回に限り、

交付決定額かつ一会計年度における当該予算の範囲内で補助事業者が申請する額を支払うことができるもの

とする。 

３ 補助事業者は、概算払を受けようとするときは、様式第８号を知事に提出しなければならない。 

４ 規則第 19 条の規定による概算払の通知は、様式第９号によるものとする。 

５ 規則第 20 条第１項の申出は、様式第 10 号により行うものとする。 

 

（財産の処分制限） 

第 14 条 規則第 25 条第２項ただし書の期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令

第 15 号）に定める耐用年数に相当する期間（同令に定めのない財産については、知事が別に定める期間）と

する。 

２ 規則第 25 条第２項第４号の財産は、交付目的を達成するため処分を制限する必要があるものとして知事が

別に定めるものとする。 

３ 規則第 25 条第２項の知事の承認に係る申請は、様式第 11 号により行うものとする。 

４ 第８条第１項の規定は、規則第 25 条第２項の承認について準用する。 

 

（財産の処分に伴う収益納付） 

第 15 条 補助事業者は、補助事業により取得し又は効用の増加した財産を処分したことにより収入があったと

きは、当該収入があったことを知った日から起算して 30 日以内に、知事にその旨を報告しなければならない。 

２ 前項の場合において、知事がその収入の全部又は一部に相当する額を県に納付するよう指示したときは、補

助事業者はこれに従わなければならない。 

 

（補助金の交付停止等） 

第 16 条 知事は、補助事業の休廃止等が想定される場合には、第８条第１項の規定による本補助金の交付決定

後であっても、本補助金の交付を停止できるものとする。 

２ 前項の実施手続、本補助金交付停止措置の解除及び解除後の本補助金の交付方法等は、補助事業者との協議

により決定するものとする。 

 

（補助事業の報告等） 

第 17 条 商工労働部長は必要があると認めるときは、補助事業者に補助事業の状況について報告又は発表をさ

せることができる。 

 

（消費税及び地方消費税の取扱い） 

第 18 条 本補助金の交付に関する手続きにおいては、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する消費税及

び地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税の額は含めないものとする。 



 

（雑則） 

第 19 条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、商工労働部長が別に

定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は令和４年３月 31 日から施行する。 

 

（鳥取県革新的事業創出支援補助金交付要綱の廃止） 

２ 鳥取県革新的事業創出支援補助金交付要綱（令和３年４月１日付第 202100004606 号鳥取県商工労働部長通

知）は、廃止する。 

３ 前項の規定による廃止前の鳥取県革新的事業創出支援補助金交付要綱（以下「旧要綱」という。）第８条第１

項により交付決定又は第 12 条第１項により変更等の承認を受けた補助事業については、旧要綱の規定は、な

おその効力を有する。 

 

  



別表１（第４条、第５条関係） 

 

補助メニュー 

調査支援型 

研究開発支援型【研究開発】 
研究開発支援型【産学共同プロジェクト】 

 

１ 補助事業の分野 

２ 補助事業 
３ 

補助対象者 
対象分野 

型 

（補助メニュー） 
枠 

(１)次世代デバイス 

(２)バイオ・食品 

(３)健康・福祉サービス 

(４)まちなかビジネス 

(５)コミュニティビジネス 

(６)観光ビジネス   

(７)農林水産資源ビジネス 

(８)次世代サービス 調査支援型 

 

研究開発支援型 
【研究開発】 

一般枠 

本表第１欄中「対象

分野」各号に該当す

る事業において、新

たな製品・技術・サ

ービスの開発、新事

業の創出・ビジネス

形態の転換等に向け

た事業可能性調査、

研究開発等を実施す

るもの 

第４条各号

に規定する

要件を満た

す者 

(９)次世代車向け技術等 
次世代車技術対

応枠 

【一般枠(１)～(８)の対象分

野のうち、以下のいずれかに

該当するもの】 

(10)ユニバーサルデザイン 

(11)環境・エネルギー分野 

（温室効果ガス削減などに資

するもの） 

あいサポート・

脱炭素枠 

上欄（１）～（９） 
研究開発支援型 
【産学共同プロ
ジェクト】 

 



別表２（第５条関係） 

１ 補助 
メニュー 

２ 補助対象経費 

３ 
補助率 

４ 
補助金
上限額 

５ 
補助対
象経費
下限額 

６ 
補助対
象期間 区分 内容 

調査支援型 

  

  

  

１ 原材料費 新商品の試作品の原材料・副資材の購入経費又は実験
等に要する原材料・試薬・動植物等の購入費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３分の２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,000 

千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

750 

千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 月 

以内 

２ ソフトウェア
開発環境使用料 

ソフトウェア開発に必要な開発環境の使用料（サーバ
ー利用料等） 

３ 機器・設備
使用料 

機器・設備の借用又は機器・設備を有する外部施設等
の利用に要する経費 

４ 委託費 実験・研究の外部委託に要する経費、新商品の試作品
の品質・性能の評価の外部委託に要する経費又は試作
品等の開発の外部委託に要する経費 

５ 共同研究費 県内外の大学等と共同研究契約を締結して行う共同
研究経費 

６ 外部専門家受
入経費 

補助事業者自らが新分野や新サービスに関する専門
知識や、新商品開発のための技術的ノウハウ等を得る
ために行う、外部専門家の受入に要する経費（専門家
への旅費・謝金、専門家を招いての従業員講習のため
の会場借上料等） 

７ その他の経費 その他研究開発に必要と認められる経費 
（市場や技術の動向を調査するために参加・出展する
展示会等の入場料・出展料、新サービスや異業種進出
の可能性を調査するためのセミナー等の参加費、新サ
ービスや新商品の消費者モニター調査等の協力者へ
支払う旅費・謝金、職員旅費、文献等購入費、ニーズ
調査や実験用の消耗品、通信運搬費、事務雑費等） 

研究開発 

支援型 

【研究開発】 

  

共 
 
 
 
 
 
 
 
通 

１ 原材料費 新商品の試作品の原材料・副資材の購入経費又は実験
等に要する原材料・試薬・動植物等の購入費 

 

 

 

 

２分の１ 

 

 

 

 

 

３分の２ 

 

 

 

 

5,000 

千円 

 

 

 

 

5,000 

千円 

 

 

 

 

5,000 

千円 

 

 

 

 

5,000 

千円 

 

 

 

 

24 月 

以内 

 

 

 

 

24 月 

以内 

２ ソフトウ
ェア開発環
境使用料及
び購入費 

ソフトウェア開発に必要な開発環境の使用料及び購
入経費（サーバー利用料や開発に必要なソフトウェア
購入経費等。取得金額30万円未満のものに限る。） 

３ 機器・設
備費 

機器・設備の購入（取得金額 30 万円未満のものに限
る。）、借用、修繕、改修に要する経費又は機器・設
備を有する外部施設等の利用に要する経費 

４ 減価償却
費 

研究開発に供するため新たに購入する、取得金額 30
万円以上の機器・設備又はソフトウェアについて、補
助事業実施期間中に発生する減価償却経費 

５ 委託費 実験・研究の外部委託に要する経費、新商品の試作品
の品質・性能の評価の外部委託に要する経費又は試作
品等の開発の外部委託に要する経費 

研究開発 

支援型 
【産学共同プ
ロジェクト】 

  

  

６ 共同研究
費 

県内外の大学等と共同研究契約を締結して行う共同
研究経費 

 

 

 

 

 

 

２分の１ 

 

 

 

 

 

 

10,000

千円 

 

 

 

 

 

 

10,000 

千円 

 

 

 

 

 

 

24 月 

以内 

 

７ 外部専門
家受入経費 

補助事業者自らが新分野や新サービスに関する専門
知識や、新商品開発のための技術的ノウハウ等を得る
ために行う、外部専門家の受入に要する経費（専門家
への旅費・謝金、専門家を招いての従業員講習のため
の会場借上料等） 

８ 直接人件
費 

研究開発に直接従事する従業員、アルバイト等の研究
開発に従事する時間分の給与、賃金 

９ 産業財産
導入費 

必要な産業財産権を導入するための経費 

10 その他の
経費 

その他研究開発に必要と認められる経費 
（市場や技術の動向を調査するために参加・出展する
展示会等の入場料・出展料、新サービスや異業種進出
の可能性を調査するためのセミナー等の参加費、新サ
ービスや新商品の消費者モニター調査等の協力者へ
支払う旅費・謝金、職員旅費、文献等購入費、ニーズ
調査や実験用の消耗品、通信運搬費、事務雑費等） 

（注）１ 消費税及び地方消費税は補助対象経費から除くものとする。 
２ 振込手数料は補助対象経費から除くものとする。 
３ 研究開発支援型において、補助対象経費の区分５、６及び８は、それぞれ補助対象経費の 50％以内とする。 

ただし８については、補助事業の内容が情報通信技術関連の研究開発の場合は適用しない。 

 

新製品の開
発、新サービ
スの提供、異
業種への進出
などの新たな
取組に先立つ
市場調査等の
基礎的な調査
研究に適用 

【共通】 

一般枠 

次世代車技術対応枠 

あいサポート・脱炭素枠 

基礎的な調査
研究を終え、
その結果を踏
まえ事業化に
向けてより具
体的に発展さ
せた研究開発
に適用 

一般枠 
次世代車技術対応枠 

あいサポート・脱炭素枠 

県内大学・高
専・公設試等
と連携して製
品化・事業化
を目指して新
産業基盤技術
を創出する産
学共同プロジ
ェクト 
※県内大学・
高専・公設
試等との連
携が必須 


